
書  評  
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（Transiated from Swedish by Nancy Adler），  

Assen：Koninklijke Van Gorcum＆Comp．N・Ⅴ・，  

1968（Swedish ed．，1．964），174pp．  

山  口  博  幸  

Ⅰ  

スクエ∴－デンの学者レンマン（E王icR量Ienman）は，その昔の英訳版である本番のはじ  

めのところで，つぎのようにん、っている（p．2）。   

「■本番の目的は，産業民主主義と経常組織とは，・・‥…別個の問題でほない，相互に密   

接な関連をもっている，ということを明示することである。産業民主主義の諸問題は，   

近代組織論（modernorganizationtheory）の文脈のなかでのみ適切K・理解でき  

る，と，われわれは信じている。」   

この一・又は，われわれに．とって，盃重な意味をもっており，み．のがすことができない。  

われわれは経営参加の近代組織論的研究に．関心をもつものである。すなわち，企業に．おけ  

る労働者の経営参加に．関する諸問題を近代組織論の基礎概念とフレームワークをもちいて  

解明すること，これを年来の課題としているのである。   

産業民主主義と経営参加とでは，その意味するところはちかいだろう。とすれば，レ∵／  

マンの関心はわれわれの関心とちかいものとなる。関心のもちかたとしては，おなじとい  

った方がよいかもしれない。   

でほ，われわれの課題とすることは，レンマンの研究によって，完全に解消してしまっ  

たのであろうか。その答をだすにほ，なに．よりも本番の意図と内容をもっと詳細に検討し  

てみなければならない。   
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ⅠⅠ  

本番は，8牽からなるが，2部に大別そきる（pp．11－3）。欝1部は，第2牽から第6  

安までで，産業民主主義論のための組織論の展開，と題すべきもノのである。算2部は，第  

7費をさし，近代組織論の産業民主主論へ．の適用と貢献，と題すべきものセある。第1費  

は序嚢であり，第8章は給費である。   

産業民主主義論を主題としながら¶本書の副題ほ「産業民主主義の意味と意義紅つい  

ての批判的検討」となっている－，8章のうち5安までもが組織論の展開についやされ  

ている。なぜであろうか。   

レンマンは，産業民主主義論は混迷状態にある，とみる（p．8）。おなじく「産巣民主  

主義」儲でありながら，その論述内容は，論者に．よっ七，かなりことなった様相を呈して  

いる。一部の論者は，じつは，産業民主．主義の理念をもっぱら論じている。産業展主主義  

がめざしている「目的」はなにか，ということを課題とする。他の論者は，産業民主主義  

を実現するための具体的施策のありかたに，もっぱら関心をよせている。博段」につい  

ての論述である。そのう．え，さまざまの立場のちがいによって，さまざまの「目的」論と，  

さまざまの「手段」論とが，うまれている状態である。   

たしかにそこには，「参加（participation）」という公分母がないわけでは．ない。いずれ  

の論者も「参加」を口にする。それが混迷をぬけだす鍵となりそうにみえる。ところが，  

おのおのの論者が「参加」の背後にえがいている「目的」と「手段」の全体像は，まった  

くことなるものである。だから，「参加」を公分母として確認することだけからは，混迷を  

ぬけだす道ほ昂つからない。このようにレンマンほいう（p．4）。   

混迷状態をぬけだす方法として，レンマンが主張するのは，つぎのふたつである（p．8；  

108；133）。ひとつは，それぞれの「産業民主主義」論が，「目的」論であるのか「手段」  

論であるかを，識別することである。もうひとつほ，その識別を前提にし七，「目的」と「手  

段」との関係をあきらかにするための，共通のフレ－ムワ・－クを明示するこ．とである。こ  

の共通のフレL－ムワ・－クとして，レンマンが提示しようとしているのが，近代組織論にも  

とづいたプレ－ムワ－クにほかならない。   

レンマンは，つぎのようにのべている（p．11）。   

「本番では全体をつうじて，ふつうの産業民主主義論の実体をなす具体的な問題は，  

間接的にしかとりあげない。すで紅みたように，この議論における深刻な問題は，科   
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学的な組織論という土台がないことである。本書の主たる目的ほ，いろいろの素材か  

らそのような理論を構築することである。」   

こうしで，本書の8費のうち5章が，組織論の展開軋ついやされることになるのであ  

る。そこでは，「閑適文献とその内容を検討し，上記の主題（すなわち産業民主主義）に関  

するあゃゆる問題を解明するための，概念的・理論的プレ－・ムワークを設定する」（FoI■－  

WaId）ための努力がなされる。   

とこ．ろで，レ∵／マンが「近代組織論」というとき，それは．なにをさしているのであろう  

か。われわれがいうときとおなじ意味でいって－いるのであろうか。   

「（近代組織論では），企業ないし組織は，相互に．影響力をおよばす諸要素からなるシス  

テムである，とみなされる。この影響力がどのように行使されるかを研究するため，   

組織のメンバ－・ないし要素ほ意思決定者である，とみなされるのがふつラであ  

る。  

この種の理論は，古典的管理論が提示するような，簡単な行勅原則を提唱すること  

はしない。そのかわり，現象間の関係を記述し，説明し，予見することがこころみら  

れる。」  

と，レンマンはのべている（p．10）。またレンマンほ，本番の「序文（Fo工■Wa工■d）」に．おい  

て，とくに示唆をうけるところのおおきかった3人の研究者の名をあげでいるが，そのな  

かに，バーナ－・ド（C．Ⅰ．Barnard）とサイモン（H．A．Simon）の名がふくまれてい  

る。要するに．，レンマンは，バーナードやサイモンによって－展開された，記述理論としで  

の，意思決定論的組織論を，近代組織論とよんでいる，といえよう。この点，われわれと  

おなじである。   

では，㌣ソマンの見解はバ－サー・ドやサイモソの展開を－■歩もでないものであろうか0  

なにか新展開は魂られないのだろラか。このような疑問をもちながら，以下において－，わ  

れわれは本書の内容を検討することにする。  

ⅠⅠⅠ  

さまざまの産業民主主義論の凱、だの関係をあきらかにするためにっ t／ソマンが理論的  

プレ－ムワ」－・クを設定しようとしていることは，さきに．のべた。理論的フレ－・ムワ－・クほ，  

現象に対処するための基礎概念，現象間の関係についての仮説をふくんでいる。それは，  

いろいろの問題を分析するため紅現実を単純化したもの，という意味で，モデル（model）   
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ともよばれている（p．8）。   

レンマンには，「企業の組織論的モデル（modelof thecompanyfrom？Iganization  

tbeoI・y」（p．34；94）がある。これほ，本書で一層してもちいられる「基本モデル（basic  

model」（p．34；54）である（第2茸副題では「予備モデル（preliminary model）」と  

なっている）。   

その内琴は，第1図を提示することによって，のべられる。  

第1′図 企業の組織論的モデル  

労働者  

地方自治体  

顧 客  所有者  

出所）・Rbenman，、∂♪．cま■′．，p．25  

籍1図はまず，労働者・供給業者・国家・顧客・所有者・地方自治体・経営者が企業の  

「利害関係者（stakeholders）」であることをしめしている。この「利害関係者」の概念ほ，  

レンマン紅よって，つぎのように一・般的に規定されている（p．25）。   

「われわれは，利害関係者という術語を，それぞれの目標を実現するために，企業に 

依存し，逆に企業からも依存されている，個人または集団をさすのに・もちいる。」   

つぎに．，上の－・文にふくまれている「目標」に関連して，「組織目標（organization’s  

goal）」の概念が，基礎概念として，重要である。しかしこの概念に閲しでほ，従来から  

「企業目標」「組織目標」の名で論じられてきたものがあるので，その批判的検討が，まず  

なされなければならないだろう。レンマンは，すくなくとも3つの「組織目標」の概念を   
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区別すべきである，という（p．20）。   

1．純理論的な構成概念（purelytheoreticalconstruct）としての「組織目標」   

2．経営者によって制定された目棲  

3．おのおのの組織メンバーが認識する組織目標   

経済学では，企業の目標は利潤極大化である，といわれることがおおい。それが企業と  

いう「組織」の目標である，ともいわれよう。しかしそこでは，企業行動は単一・者の行動  

であるとみなされ，「組織」といっても，・それは単一・の意思決定者であるとみなされてい  

る。その単一・者の目標が「組織目標」なのである。だから，そこでは「『組織目標』は現実  

に対応物のない理論概念（theoreticalconcept）の役割をもたされている」と，Vソマ  

ンはいう（p．19）。レンマンや；組織目標の概念として，こ．のような見解をとらないことは，  

いうまでもない。   

古典的な組織原則のひとつに．，企業経営には，組織のすべてのメンバーに知覚されるよ  

うな，明確紅判定された目標がなければならない，というのがある（p．16；＿12）。これ紅  

対しては，レンマンほ，経営者による目標の明確な制定が，つねに最良の成果をうむこと  

を支持する経験的デー一夕ほあまりみないし，逆に，変化する環境に組織が弾力的に適応で  

きない事態をうむこともかんがえられる，という（p．28）。  

●●  こうしでレンマンはけっきょく，「組織の目標とは，おのおのの組織メンバ－…・・が，  

組織活動の成果として，期待しているもの」と，定義するのである（p．19）。レンマンは  

●●●◆●● それを組織の「機能（function）」と区別している。かれによれば，「組織の機能は，組織を  

内包する上位……レステ∴ムとの関係からみた，その組織の存在と活動との客観的成果」と  

いうこ．と紅なる（p．18）。たとえば特定の財ないしサ－ビスの生産ほ，企業の目標では  

なく，国民経済システムと申開係からみた，企業の機能ということ紅なろう。   

ところで，経営者も「利害関係者」であることほ，さき紅ふれた。しかし，このことほ  

経営者が他の利害関係者と同質・同等であることを意味しない。レンマンほ，「経営者は特  

異な位置（unique position）にある」という（p．26）。   

経営者ほ，組織との同一イヒがもっともつよく，企業の存続・成長を経営の主目標とし，  

他のだれよりもそれ紅つよい関心をもつものである（p．26；110）。この点で，まず，経営  

者は特異である。だから明確に制定すべきかどうかは別忙して，経営者の目標が－・般に組  

織冒標といわれるのは，理由がないわけではない。   

それは経営者が利他的な理想主義者であるということでほない（p．110）。経営者は，   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



163  レ∵／マン『産業民主主義と経営管理』（英訳版）1968年  －ヱ6∂一   

他の利害関係者とちがって，ひとつの企業経営に失放したからといっ■て－，他の企業へ員献  

を移転することが困難である。あるいは，経営者の報酬が，他の利害関係者の場合より，  

企業規模とつよい相関関係がある。つまり，経営者は，企業組織の存続・成長に・よって－，  

自己の目∴棟が実現される度合がたかくなるのである。   

企業の存続・成長という主目標から，「ふたつの許次目標をみちびくことができる」と  

レンマンはぃう（査朗’d．）。その副次目標ほ，いろいろ紅表現されているが，つぎのよ・うに  

要約できよう（pp・99－1qO；110；117－8）0   

1．利害関係者の諸要求を調整することによって，環境の変化に組織を適応させるこ  

と。   

2．利害関係者の経済的要求やその他の要求を満足させることに・よって，能率的管理  

を遂行すること。   

つまり，経営者は利害関係者間の調整者という特異な位層濫・ある，ということがわかる。   

だが，そのことは，経営者が他の利害関係者を専制できる位置にある，ということを意  

味しない。レンマンは，「経営者の位置粧ついて上述したこ．とからわかるように，目標 

の形成のさいの行動の自由は，はんのわずかしかない」という（p・26）0他の利害関係者  

の要求を考慮し，受容することなしに．は，みずからの目標も実現しえない位置に・あるから  

である。しかも，「利害関係者は自由意志をもった組織メンバ－である」と，レ∵／マンはみ  

る（p．27）。串とえば労働者は任意に離職・転職ができる。このようにして，利害関係者  

は組織への貢献を拒否できる。そのうえ，ときに・は制裁（sanction）さえ行使できる。た  

とえば労働者はストライキをうつことができる。   

ここでレンマンは，「廟轡力（influence）」の概念を導入する。かれほ影響力について，  

つぎのようにのべる（p．59）。   

「企業のすべて－の利害関係者は，・…影響力をもっている。この影響力の基盤は企菜  

と利害関係者の相互依存 

以上に．おいて，われわれほ，レンマンの「企業の組織論的モデル．」をみてきた。そこで  

は企業と組織とほ同義に，したがって相互代替的にもちいられていた。「組織論的モデル」  

は，しかし，企業に適用されるだけでほない。レンマンはそれを，企業の部・課などの部 

門単位，さらには労働組合にも適用しようとしている。   

利害関係者の概念，および経営者の特異な位置やその目標についての見解は，「もっとち  

いさな単位にも適用できる」と，レンマンはいう（p・99）。部門の利害関係者としては，   
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企業全体・部門メンバー・部門リーダーがある。   

「労働組合は，ひとつの組織であるから，‖・・・1・組織論を適用する」と，レンマンは明言  

する（p．116）。組合紅は，企業とおなしよう紅，「経営者」やその他の利害関係者がい  

る。組合指導者は組合組織の「経営者」であり，一・般組合員や企業はその他の利害関係者  

である。   

以上がレンマンの組織論的モデルの概要である。   

それはバ－ナ－ド＝サイモンの「組織均衡論」や「組織影響力の理論」を想起させる。  

レンマンは，「利害関係者」や「組織目標」を基礎概念にしてして，組織目標形成紅おけ  

る「経営者の特異な位置」や地の利書関係者の「影響力」を解明している。それらは，  

バ－ナ－ド＝サイモンの「組織参加者」「∵誘因」の概念や「経営者職能論」「組織影響力の  

理論」をおもいおこさせる。   

ところで，「組織均衡論」は，周知のとおり，「誘因と貢献」を中心概念として，それに  

よって組織の存続・成長の条件をあきらかにすることを課題とするものである。これ阻対  

しレンマンのモデル紅ほ，「相互依存」の概念はあるが，「誘因と貢献」の概念は明示的で  

ない。したがってそれは，組織の存続・成長が経営者紅とって主目標であることをあきら  

かにするが，存続・成長の条件をあきらかにするものではない。   

また，レンマンの「影響力」軋，目標形成における影轡カに限定されていることも，注  

意されなければならない。これに対する批判はのちにのペ去っもりである。   

しかし，レンマンの組織論的モデルに，バーナ－ドニサイモン理論の新展開のきざしが  

みられないわけではない。そのひとつが，労働組合への組織論の適用である。このことが  

具体的に展開写れるなら，それはバーナ’－ド＝サイモソ理論の新展開となるであろう。  

ⅠⅤ  

ここでは，レンマンのコンフリクト（conflict）論紅ついて検討する。   

このコンフリクト論が，「基本モデル」の延長線上で展開されることは，いうまでもない  

（p．34）。経営者の目標のひとつ紅，組織を環境に適応させることがあることほ，さきに  

ふれた。そのための経営者職能は，利害関係者間にあるコンフリクトの解決である（p．29）。  

経営者はコンフリクト解決の専門家なのである（p．36）；   

コンフリクト論は，近代組織論紅よって本格的に展開された，あたらしい問題領域のひ  

とつである（p．11）。コンフリクトを「社会病」とみなし，それからの回避やその完全な  

消滅をめざした技法の展開は，非現実的だとみなされるようになった。それよりも，コン   
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フックトはなぜ生じるのか，その発生・種類・性格を左右する要因はな紅かが，あたらし  

く問題とされるようになったのである（p．35）0   

コンフリクト論は産業民主主義論にふかい関連をもっている（p・55）。労使紛争もコン  

フリクトの一層であり，その解決をはかるさいに，産業民主主義がもちだされることがあ  

る。しかし，ここでほ，労使紛争よりもっと一叔的紅，組織と利害関係者のあいだのコン  

フリクトについて展開される。   

以上は，レシマンがコンフリクト論を展開する理由としてかんがえられるものである。   

レンマンのコンフリクト論の内容（簿3章「企業紅おける利害の均衡一協同とコンフ  

リクト仙」）ほ，かれによって，第2図のように要約されている。  

第2図 レンマンのコンフリクト論（要約）  

出所）Rhenman，OP．．cit…，p。54   

「基本モデル」の基礎概念のひとつは，「利害関係者の相互依存（1）」であった。その相  

互依存には2側面がある，とレンマンはいう（p．36）。算1は，共通の利害ゆえの相互依  

存である。たとえば組織の存続は，程度に差はあれ，すづての利害関係者の「共通の目標  

（2）」となりうる。第2は，「目標の衝突（4）」ゆえの相互依存である。それは「利害の  

コン：7リクト（conflictofinterest）（5）」をうむ。これは，利害関係者の概念の論拠  

でもあり，「不可避的」コンフリクトである（p．50）。   

しかし，このコンフリクトは，「調整の必要性（3）」と併存している。後者は共通の利   
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寧ゆえの相互依存から生じるものである。その併存ほ，「コンフリクト解決」を要請する。  

現実軋も，さまざまの「コンフリクト解決甲制度（institute如confiict reSOlutiom）  

（6）」が考案されている。ここで，「コンフリクト解決」とほ，「コンフリクトの消滅でな  

く，コンフリクトの存在紅かかわらず，協同が確保されたこと」（p．37）を意味するもの  

であることは，注意されなけれほならない。「利害のコンフリクト」が「不可避的」なもの  

であることにかわりほない。   

「コンフリクト解決」が成功せず，さらに「深刻なコンプ、リグト（acute conf1ict）」が  

生しることはある（塵鮎d．）。それが昂じて，依存関係の解散，いいかえればコンフリクFの  

消散（dispelling）という事態をまねくとともある（pp．52－3）。利害関係者の組織離脱  

がそれである。   

「コンフリクト解決の制度」として，1ノンマシほ，（1）市場（maI・ket），（2）共同的  

意思決定（joiDt decision・making），（3）代議制（co6ptation）の3つをあげでいる  

（pp．39－40）。   

「共同的意思決定（7）」は「共同決定（Mitbestimmung；CO－determination）」のこ  

とではない。むしろ「代議制」がそれにちかい。「代議制」とは，「利害関係者がその代表  

を組織の経営機関にくわえる」（p．40）制度だからである。それは「経営参加」の制度と  

もよはれている。   

共同的意思決定の制度とほなにか。それは経営参加とどうちがうか。この問題への解答  

を，Vソマンは，「意思決定過程モデル（a modelof decision・markingprocess）」の導  

入に．よって，こころみている。そのモデルはつぎのよう紅表示されている（p．43）。   

1．問題の限定  

2．目標の明確化  

3．代替的行動案の確認  

4．代替案の結果の予測  

5．結果の評価  

6．代替案の比較  

7小 決定  

問題解決   

このモデルを，レンマンは，コンフリクト解決制度の解明に．もちいるばかりではない。  

いわゆる「決定」が意思決定過程の一∵段階でしかないことを強調したあと，コンフリクト  

の種類を解明するの紅も適用しているようである。   
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「利害のコンフリクト」が，「目標」の衝突によって生じるものであるこ．とは，すでたあ  

きらかである。くわえて，「問題解決」のさいの事実認識の相違紅よって生じる「事実認識  

のコンフリクト（factualconflict）、（8）」がある（p。44）。また，制度としての，個人  

間ないし集団間の共同的意思決定は，法令・協約・慣習にもとづいた－・定のルール紅した  

がって，おこなわれるもゐである。それによって当事者ほ，「相手の行動への期待（11）」を  

もつ（p．50）。この期待がうらぎられるとき生じるのが，「形式上のコンフリクト（foI・mal  

conflict）（9）」である（∠∂摘．）。   

ところで，レンマンは，通常みられるコンフリクト解決の方式として，（1）情報の交  

換，（2）情報の共同収集，（3）予測分析，（4）交渉，（5）権限の規定がある，という  

（p．44）。このうち，権限の規定に．ついてはけ 代議制ないし経営参加と関連させて，とり  

あげられる。   

そうして，共同的意思決定の融度について，つぎのようにのべる（pp．心ト9）。「事実認  

識のコンフリクト」であれほ，情報の交換・共同収集など，「情報の制約（10）」の克服だけ  

で，その解決が可能であ為。もっと複雑で，しかも蛮要なのは交渉である。交渉ほ，「利害  

のコンフリクト」の解決粧とって， 

は，情報の交換・収集紅よる代替案の確認，結果の予測分析，それに妥協・協約，制裁虹  

よる威嚇など，複雑な要素をそのなかにふくんでいる点でも壷要である，とら   

けっきょく，共同的意思決定という制度は存在しないことが，わかる。それは交渉や，  

情報の交換・収集のための協議などの総称であ・る，といえよう。   

つづいて，代議制ないし経常参加紅ついての，L／ソマンの主張を鼻よう。   

意思決定過程モデルはここでもいきている。経営参加は意思決定への関与である，とは  

通常にみられる定義でもある。しかし，意思決定過程モデルに．てらしてみ．るとき，その定  

義ではじゅうぶんでない。最終「決定」の「権限」が委譲されることだ，と理解されるこ  

とがおおいからである。「参加への要求というとき，それは意思決定の全過程への参加をさ  

すことを明確にしておきたい」と，レンマンほいう（p．60）。   

また，ここでは，たとえば労働者の経営参加とは，正確には，労働者の代表が経営的決  

定に参加する制度であることが，とくに強調されている（p．61）。その意味で代議制とも  

よばれるのである。   

レ∵／マンほ，交渉などの共同的意思決定の制度とはべつ紅，上述のような経営参加の制  

度の存在を指摘する。だがわれわれは，その指摘をじゅうぶんに納得できない。経営参加   
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を共同的意思決定とよんでいけない理由がわからないのである。   

レンマンの主張は，市場および共同的意思決定とならんで，経営参加の制度が存在する  

ことを指摘するのに．とどまらない。かれは「労働者の影響力と経営参加」（第4老輩題）の  

展開に1章をついやしでいる。そこでは，労働者の経営参加は労働者の影響力をつ申紅拡  

大するのか，労働者の影響力を拡大するのに．は経営参加のはかに方法はないのか，という  

ことが問題とされている。   

経営参加の制度は労働者の影響力の拡大をつねにもたらすか。これに対するレ∵／マンの  

結論はこうである（pp．．65－6）。   

「∴‖…参加は影響力の拡大への遺をひらくこともあるが，逆の結果をみちぴくことも  

ある。もし，参加を責任にむすびつける社会的規範が強調されるなら，影響力をえる  

より，うしなうことがおおい。」   

その論証過程をみよう。そこ「では，経営参加ほ，意思決定過程モデル忙したがって，4  

つに・わけて考察されている（pp・61－5）。参加Ⅰ一問題の限定への参恥参加Ⅱ…目標の  

明確化への参加，参加Ⅲ一問題解決への参加，参加Ⅳ－最終決定への参加がそれである。   

参加Ⅰ。問題の限定ないし問題提起の段階では．，「参加…・の有無にかかわらず，利害関  

係者…労働者をふくむ－は，影響力をもっている」と，レンマンはいう（p．62）。利  

害関係者の本来的な要求が，その背後に・あって，問題提起をさせる，とかんがえられてい  

る。もっとも，その要求は，はかの利害関係者とのバランスや，それぞれの代表組織（た  

と．え．ば労働組合）との関係があるから，その影響力も「間接的」である（∠鋸d．）。   

参加Ⅱ。目標形成過程で労働者が相当の影響力をもつであろうことは，「基本モデル」で  

のべられた。そこ濫闇，利害関係者の諸要凍の均衡をはかることを専門的職能とする経営  

者がいる。したがって，労働者の影響力は「消極的」である。それを「積極的」影響力に  

転化する－「この点で参加はかなり差をもたらす」と，レンマンはいって－いる（p．63）。   

参加Ⅲ。問題解決の段階でほ，一・般に期待されるほど，労働者の参加が効果をもたらす  

ことはない，とレンマンはみている。それよりも，研究部門の専門家や外部のコンサルタ  

ントが利用されるのがふつうだという。しかし，労働者の参加がまったく無効だというわ  

けではない。「労働者が問題解決に参加することができれば，受動的ではあるが、・技術的ノ  

ウハクの乱用に対して一・種のチェック機能ほ可能となる」と，かれはいう（p．64）。参加  

紅よって，受動的でほあるが，影響力をもてるよう紅なる，といえよう。   

参加Ⅳ。最終決定についてレンマンほ，目標が明確になり，その日榛紅よって代替案が   
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評価されるのであれば，「それは形式の問題でしかない」という（p巾65）。ところが，岬般  

社会には，「決定」への参加の「権限」は「責任」をともなうべきである，という社会的  

規範がある。そして，その茸任なるものは，関係者がそれぞれの利害を前面におしだすこ  

とを，防止する役わりをはたしている，という（路柑．）。いいかえれば，目標形成に．おけ  

る影響力を制限することになっているのである。   

それでは，経営参加は労働者の影響力を左右する唯一・の要因であるか。これがつぎの問  

題である。Vソマンは，「権限（authority）」概念の再検討を辛がかりにして，この問題に  

こたえようとしているようである。   

「権限」概念に検討がくわえられるのはなぜか。参加と影響力との関係については，「権  

限」によって説明されることが，－・般におおいからである。たとえば，「スタッフ権限」は  

助言という方法で影響力を行使するに．とどまるが．．経営参加は「’ライン権限」という最終  

決定の権限をともなう，というぐあいにである。   

検討の鈷果．いずれの「権限」概念も，あいまいで、仙義的でなく，議論の土台とはな  

らない，とレンマンはみて：いる（pけ67）。かれほ，これからの議論の土台としての権限  

（a雨hoIity）を，意思決定論にノもとづき，定義してこういう（∠∂よd・）。  

「権限はふたりの人間の社会的関係のもつ性質をさすものである。AからBが，意思  

決定ないし行動の根拠として，指示を疑問なく受容するとき，AはBに対して極限を  

もっているという。」   

そして．この権限には「ふたつの源泉（so“CeS）」があるという（よ∂よd・）0 ひとつは，  

昇給・昇進・解雇などの，報酬と制裁の利用という権力（power）である。Aからの制裁  

を・おそれて，その指示をBが受容するのほ，これにもとづいて小る。いわゆる「委譲され  

た極限」とは，この権力を源泉とした権限のことだ，とレンマンは指摘する（p・68）0そ  

してさら紅，この権力は利害関係者の相互依存紅もとづき，社会的規範によって支持され  

ている，とかんがえているようである。もうひとつの源泉ほ，共通目標の受容を前提とし  

た，知識ないし情報の優位性（superior knowledgeorinformation）である。Aの指  

示にふくまれる知識・′情報を共通目標達成の効果的手段として，Bが受容するこ・とは，じ  

ゆうぶんありうる。   

この「ふたつの源泉」論は，一見，それぞれ「ライン権限」「スタッフ権限」に対応して  

いるよう紅みえるが，そうみるのほ皮相の見だ，とレンマンはいう（p・68）。ライン管理  

者の指示といえど，優位な情報ゆえに，部下匿受容されることはある。スタッフ管理者と   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



－∫7（）－  寛50巻 算1号  170  

いえど，たとえば人事部門の管理者などほ，昇給・昇進・解雇などを左右する権力を一・部  

もっている。   

さてそれでは，レンマンの権限概念にしたがえは，経営参加と権限，さらに影響力と  

は，どう関係するか。   

労働者の経営参加とは，労働者代表が経営機関のなかに地位（＄tatuS）をしめることで  

ある。参加に・よる労働者代表の地位の向上は，いろいろな報酬・制裁の利用を可能に．し，  

広範な知識や良質の情報の入手を可能軋する。したがって，経営参加の制度は労働者代表  

の権限を強化する可能性をもつ，とレンマンは結論づける（p．71）。   

しかし，労働者代表の権限を強化するのは経営参加制度の存在だけではない，というの  

もレンマンの結論で挙る（p・72）0労働者代表が島の代表であり，労働者組織からの支持  

を狸得しておれは，企業にたいする制裁を強力なもの紅する。したがって権限は強化され  

る。企業への忠誠心ありとみなされることは目標の共通性をしめす。それを前提にして，  

労働者代表が各部所の労働条件や労働者の職務態度について熟知することは，そのこ卜占の  

企業での権限を強化することになる。   

では，この権限の概念と，「基本モデル」から貫通している影響力の概念とは，どう関係  

するか。このことがはっきりしないと，経営参加ほ労働者の影響力を左右する唯一の要因  

であるか，という問題紅こたえることはできない。ところが，レンマンにはプ 別のところ  

で（p．103），「委譲された権限は影響力の－・部でしかない」という表現怯みられるが，権  

限と影響力との全体的関係については，その論述は明快とはいえないのである。   

以上がレンマンのコンプリクト論の概要である。   

レンマンは，「基本モデル」にもとづいて，コンフリクトの発生・種類・解決制度につい  

ての論述を展開しようとした。その意図ほいちおう達成されているとみることができる。  

コンフリクト，なかでも「利害のコンフリクト」ほ，その発生の根拠が「利害関係者の相  

互依存」紅もとめられた。これは．「基本モデル」の基礎概念にはかならない。   

レンマンのコンフリクト論は，近代組織論者とくにマ－チ＝サイモン（J．G．MaICh＆  

H．A Simon）による，コンプリクト論の新展開のきざしをみ．せている。マーチ＝サイモ  

ンは，コンプ．リクト論を本格的に展開した近代組織論者であるが，組織内コンフリクトに 

墓点をおいている。これに対し，レンマンの「利害のコンフリクト」およびコンフリクト  

解決の制度としての労働者代表の経営参加妃ついての展開をみるとき，組織間コンフリク  

ト論へのきざしをみることができる。   
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●●●  レ∵／マンは，また，コンフリクト論の途中で，もうひとつのモデルw意思決定過程モ  

デル～－を導入した。それに．よって，コンフリクト解決の制度としての共同的意思決定・  

代議制が解明されている。しかし，この点に．関しては，われわれはいくつかの問題点を指  

摘できる。   

意思決定過程モデルほ，共同的意思決定と代議制の解明に適用できるはかりでない。コ  

ンフリクト解決制度の，のこりのひとつ，市場の解明虹も適用できないだろうか。市場に  

ついては，レンマンによっで，論じられるところはすくないが，それは共同的意思決定の  

特殊な制度といえないだろか。？いでながら，代議制も共同的意思決定の劇種だと，われ  

われ隼はおもえ．る。   

意思決定過程モデルはコンフリクト解決制度の解明に適用できるばかりではない。？ン  

フリクトの種類やその発生条件の解明にも，それほ適用できる。レ∵／マンが，コンフリク  

トの種類を解明するのに．，そのモデルを適用しているようであるこ．とは，すでにみた。   

しかし，コンフリクトの種類やその発生条件の解明紅，明示的に適用するためには，モ  

デルの精緻化が必要である。精緻化とは，意思決定を過程に分解するだけでなく，それを  

要素にも分解するこどをさしている。マ、－・チニサイモンは，意思決定を，（1）目標，（2）  

代替案，（3）代替案の結果に分解している。複雑な意思決定の全過程も，けっきょくは  

この3つの要素のくみあjっせなのである。   

この要素モデルによれば，「利害のコンフリクト」は「目標」の相違に．よって生じ，「事  

実認識のコンフリクト」は「代替案」と「代替案の結果」とについて．の認識の相違濫よっ  

て生じることが，明確になる。   

さらに，それらの相違がどと考ゝら生じるのかを分析すれば，コンフリクトの発生条件に 

つし、て解明することになる。マ－チ＝サイモソほ，組織内コンフリクトについてではある  

が，それについて解明している。   

けっきょく，意思決定モデル一過程モデルと要素モデル伽は，コンフリクト論の一 

部に，途中から適用すべきものではない，といえよう。ヲンフリクトとは意思決定の標準  

的メカニズムの故障である，とマーチ＝サイモソは一・般的紅概念規定する（したがって，  

社会的衝突だけでなくご心理的葛藤もコンフリクトである）。レンマン紅は，このような，  

コンフリクトについての統一・的な－・般的概念規定がかけているのである。   

意思決定モデルには，コンフリクト論を明確に．するだけではない。それは「基本モデル」  

の限界もあきらか紅する。   
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さきにわれわれは，レンマンの権限と影響力との関係が明確でない，と不満をのべた。  

レンマンは，影響力紅関して，   

「人間の意思決定は3つの方埠で影響力をうける。目線への影響力か，情況認識へ．の  

影響力か，問題解決能力への影響力かである。」  

とものべている（p・102）。これを，意思決定の要素モデルに．したがって，影響力とは，  

（1）目標への影響力，（2）代替案への影響九（3）代替案の結果への影響力のいずれ  

かである，といいかえておこう。そして－，権限とは，これらすべての影響力をうけること  

により指示された代替案がじっさいに受容されたときに，成立するものとしておこう。   

そうすると，「基本吏デル」は，修正ないし補完をしなければならなくなる。そこでは，  

レンマンは「影響力」を「目標への影響力」と理解していたからである。けっきょく，「基  

本モデル」は意思決定モデル紅よって補完されなければならない。それが，近代組織論で  

は組織メγバーは意思決定者とみなされる，ということの真の意味である。  

Ⅴ   

目を転して，レンマンのり－ダーシップ（1eadeISIlip）論についてみよう。   

コンフリクト論は近代組織論によって展開された，あたらしい問題領域である，と，ま  

えにのペた。このことは，産業民主主義ないし参加と経営管理ないし組織－－これを主題  

とした議論ほ，コンフリクト論に．つきる，ということを意味しない。経営管理論ないし組  

織論のかなりふるい時期から，参加論の伝統がある。参加は労働者の職務満足をたかめ，  

その職務満足ほ生産性を向上させる，という命題をめぐる議論である。この議論隠，最近  

でほ，リ－タ∴－シップ論という領域でなされるようになったのである。   

レンマンは，リ－タ－シップに関する伝統的研究を検討し（第4童資題は「参加・職務  

満足・生産性」である），その研究の限界や欠陥を指摘し，その限界や欠陥が，リーダーレ  

ップに関する近代組織論的研究によって，補完され，克服される様相（第5安登題は「リ  

－ダーレップーあたらしいアブロ－チー」である）を，明快紅えがいている。リーグ  

－シップの近代組織論的研究とは，「基本モデル」にもとづいたリーダ一－シップ論にはか  

ならない。   

レンマンの検討の対象になっている伝統的研究ほ，その系譜によって，3種に区別され  

ている，とみることができる。その第1は，「参加一職務満足一生産性」の仮説をめぐる系  

譜である。第2は，リーグ・－シップそれ自体を主たる関心対象とする，いわば純粋り－ダ 
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－・シップ論の系譜である。欝3の系譜は，リーダーシップの組織論的研究のそれである。  

「参力町職務満足一生産性」をめぐる研究は，科学的管理法にほじまる経営管理論の歴  

史とともにある。たしかに．，「参加」が口にされるのほ人間関係論の登場以来のことである  

（p．77；9）。しかし，「生産性」向上のため作業研究をおこない，賃金形儲の「生産性」  

にたいする心理的効果に着目したのは，科学的管理法である（p．77）。その意味で，科学  

的管理法は，この系譜の源である。人間関係論も，「生産性」を左右するのほむしろインフ  

ォ・－マル組織をふくむ社会的組織である，と主張したのだから，この系譜に屈する。さら  

に，社会的組織と生産性とのあいだを「モヲ－ル」が媒介することも主張した（p。79）。  

そして，社会的組織への帰属の欲求を「満足」させ，モラ－ルをたかめるために，さまざ  

まの「参加」の施策が考案された，とかんがえることができる。この研究の系譜は，今日  

では，リーダーシップ論にひきつがれることになる。   

レンマン紅よれば，今日のクー・ダーシップ研究ほ，3つの学派紅よ畠研究匹区別できる  

という（p小飢）。   

算1の学派は，「前線のり〃・・・・・ターンップ」（p．93）にもっぱら関心をよせるグループで  

ある。第一・線管理者ないし職長の，惑接の部下にたいする監督行動が，その研究対象であ  

る。   

第2の学派ほ，もっと関心対象をひろげて，「組織におけるヅ－ダーシップ」（p小94）に  

関心をよせる。直接の関心対象は，組織ないし管理なのであるが，そのなかでリーダーシ  

ップの問題をもとりあげるのである。   

欝3の学派は，いわば「技術学派」である。このグループは，地学派のり、－ダーシップ  

研究が，心理学的・社会学的研究に偏するのに対して，技術学的研究を提唱するものであ  

る（p．88）。すなわち，職務満足や生産性を左右する要因として，作業そのものや技術的  

要因を藍祝するグループである。   

第1学派は一；純粋り－ダーシップ論の系譜をもっている。   

この系譜の源には，リーターーの資質（tIaits）研究がある。どういう資質のリーダーが成  

功をおさめるか，ということに関する研究である（p．82）。しかしこの研究は，一方で切  

′ 示された資質と他方で明示された資質とではあい反す為ことがおおく，科学的研究として  

永続的な支持をえることはなかった。   

その後に，リニーダ－の成功は，リ－ダ・－の資質というより，むしろり－ダ」－と部下との  

社会的関係に依存するものである，という主張があらわれた（よ∂左d．）。リ－ダーシツプ・ス   
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タイルの研究である。そして－，成功をおさめるり」・ダージップ・スタイルとして提唱され  

たのが，「民主的」ないし「参加的」リータ－シップなのである。人間関係論の系譜もここ  

に合流することに．なる。「職務満足」「生産性」との相関が主張されるように．なったのであ  

る。   

しかし，この派の研究も壁につきあたって：いる。l‾職務満足」の尺度にて－らせば「成功」  

なのだが，「生産性」に．てらすと「成功」とほいえない，という反証データがその後あげら  

れるよう紅なったのである（p．83）。もっとも，これに対しては，それは「生産性」があ  

まりに．短期で測定されるからだ，という反批判がないわけ・ではない（p．90）。ここでわれ  

われほ，たとえ．ばリッカ－ト（R．LikeI・t）の見解を，想起する（cf．p．153）。かれは，  

「満足」と r生産性」とのあいだに「時間」変数をおき，「長期」であれば，「生産性」に 

てらして－も「成功」といえる，といっているからである。が，レンマンはこの見解をけっ  

きょく採用しない。   

この第1学派に対して．，ある意味でアンチ・テ㌧－ゼとして，l／ンマンによって登場させ  

られるのは，第3学派すなわち「技術学派」である（pp．85－8）。それは，純粋リーダー  

レツプ論という心理学的・社会学的研究の限界を克服して，作業そのものや技術的要因を  

襲調する，という意味である。一例としてウッドワ－ド（．一．WoodwaId）の研究がある。  

かれは，装置産業・大量生産産業・受澄生産産業を比較することによって，それぞれの組  

織形態・管理者行動を調査した。そして，生産技術は組織形態をかえる，したがって管理シ  

ステムのありかたを左右する，と諭したのである。もうひとつの研究例でほ，作業そのも  

のとその関連要因（たとえば責任・昇進）こそが職務満足をたかめる，と主張されている  

（p．88）。ハ－ツバ－グ（F．Herzberg）の研究のことであろう（cf．pp．87－・8）。かれ  

は，リ－グレツプを，職務不満を防止する要因にすぎないとしている。   

この「技術学派」が将来すすむであろう方向紅は，ロンドンに．あるタビストック研究所  

（TavisfockInstitute）による「社会＝技術Vステム（socio－teChnicalsystem）」論があ  

る，とレンマンは指摘する（p、．89）。   

そして，「技術学派」の研究および「社会＝技術システム」論は，重要なことをひとつ示  

唆している，という（pp‥91－2）0それは，我務満足や生産性を左右する要因を研究する  

さいには，純粋な社会的関係の研究でほふしゅうぶんであり，企業の生産＝管理システム  

の全体を包括して考察することの重要性である。  

「前線のり」－ダ－シップ」論の限界を克服し，さらに「技術学派」の研究ないし「社会＝   
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枝術ジステ∴ム」論の示唆をうけいれるものとして■，レンマンがかんがえているのが，「舶織  

におけるリニーダ－シップ」論とくに近代組織論的り・－ダーシツプ論である。   

「組織払おけるジ－ダーシツプ」論も系譜をも？ていろ。   

その源流となる見解－－そして今日でも「通常の見解」（p．94）・－一二ほ．，伝統的管理論  

・組織論を基礎理論とするものである。「企業目榛は所与で，その目標に組織をむかわせ  

ることが，経営者の職能である」というのが，その基本的仮説である，とレンマンはいう  

（沌摘．）。そして：，との仮説から，ふ養っの「リ・“ダーシツプ・メカニズム」がみちぴか  

れることを解明する（p．95）。ひとつほ「極限の委譲」である。もうひとつは「ライン」  

をしめす「階層の原則」である。このふたつのメカニズムによって，目榛達成のための職  

務ないし「権限」が，すべての管理「階層」に，委譲され，遂行される，とするわけである。   

その後，こ．のメカニズム紅ほ，ふたつの部分的修正がくわえられた，とレンマンはいう  

（p．96）。その第1ほ「ライン＝スタッフ原則」による修正である。これ紅よって，「スタ  

ッフ．」の助言機能が，リ－ダーシツプ職能の－・種として，くわえられたというのである。  

算2の修正は人間関係論の登場によってなされた。「インフか－マル」リーダーの機能が認  

識されるよう紅なったのである。   

しかしながら，ふたつの修正は伝統的見解を根本的紅変革するものではない，というの  

がレンマンの主張である。基本的仮説ほ貫通しているし，組織図でしめされるような「階  

層」と「権限」の概念は，し、ぜん中軸をなしているからである。   

とのリーダーシップの伝統的見解を批判し，その根本的変革をせまるのが，近代組織論  

である。ルソマンによれば，近代組織論は，リー・ダーシツプの伝統的見解の限界紅関し  

て，つぎのことを指摘する（p．98）。  

1．．リーダーシップは，伝統論が指摘する職能の掩かにも，おおくの職能をもってい  

る。   

2．リ－・タ・－シップは「権限の委譲」以外のおおくの方法で行使できる。  

3．各組織メンバーにとって，リ－ダ∵－・はひとりではない。．メンバ－は各種の源泉か  

らの刺激によって行動を左右される。   

それでは，近代組織論ほ，ジ－ダーシツプ職能として，な紅を主張し，ヅ－タ㌦∵レツプ  

の方法として，なにを指摘するのであろうか。また，リーグ－はひとりではない，という  

のは，どういう意味であろうか。その答をレンマンほ，「基本モデル」にもとづきながら，  

だしている。   
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「基本モデル」に．おいては，組織を環境の変化に適応させることと，利害関係者の諸要  

求を満足させること辛が，経営者の専門的職能であることがあきらかに・された。この企業  

モデルが，「もっとちいさな単位に．も適用できる」ことものペられた。ということは，経営  

者職能について上にのペたことが，トップ・マネ汐メソトだけでなく，部門り－・ダないし  

グループ・リー・ダーについても，いえるということである（p．99）。   

もうすこし具体的な指摘をとりあげると，つぎのようになる（p。100）。利害関係者の諸  

要求の満足をはかり，能率的管理を遂行するためのリー・ダー・シップ職能としては，報酬の  

分配とグループ・メンバーの動機づけがある。もうひとつ，利害関係者の諸要求の調整を  

はかり，環境の変化に．組織を適応させる職能がある。これをリーダーシップ職能として－の  

ペると，部門ないしグル－プを，利害関係者とくに企業全体の目標の変化に適応させるこ 

ととなる。じつは伝統論ほ，この職能を唯一・のリーダ－シップ職能とみていたのである  

（よ鋸d．）。   

リ・－ダーシップの方法に関しては，まえ．に．のペたレンマンの権限概念からあきらかなよ  

うに，「権限の委譲」はひとつの方法にすぎない。そのはか具体的な方法としては，われわ  

れほ，メンバ－・の意思決定前提としての目標・代替案・結果紅影響力をあたえ．る方法をか  

がえればよい。教育訓練・広告宣伝などがそれである（p．102）。  

リ－ダーはひとりではない，という命題ほ，リーダーシップ統一の原則－・部下に．とっ  

て上司はひとりであるべき，という，「指揮統十・の原則」のこと－∴イ紅．対する批判の表明で  

ある。．レンマンの棒限概念に．よれは，ある情況でAがB紅対して権限を行使していたの  

に，数分後にはその関係が逆転することさえ，しゅうぶんありうるからである。   

だがしかし，その批判は，部下は上司をひとり以上もつべきである，という主張と同義  

ではない。同義ととるのは誤解である，とレンマンは注意をうながす（pp．104－6）。同  

様に，リ－ダー・への「権限の委譲」や，「階層」が不必要である，と，近代組織論の主旨を  

理解するのも，誤解であるという。   

誤解をただすため，レンマンは，こ．う強調する（p．105）。だいいら，近代理論は規範理  

論でなく，記述理論を意図するものである。また，部下は上司をひとりだけもつべき，と  

いう規範原則と，人間はさまざまの刺激によって行動をおこす，という記述命題に．ほ．，連  

結が可能である。同様に・して，「権限の委譲」もり・－ダ・－シップの－・方法である・ことは，近  

代理論もいう。また，「階層」シ′ステム鱒2点においてすぐれている，とレンマンはいう  

（p・1（裕）。単純明快である点と，ながい伝統にささえられて－いる点である。   
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これまでのところで，伝統的な「組織に．おけるり一夕ー・シップ」論のもつ限界が，近代  

組織論的モデルによって，補完される様相はあきらかである。しかし問題は・まだのこって  

いる。「前線のリーダーシップ」論の壁はどう克服されるか。「汐術学派」ないし「社会二  

技術レステム」論の示唆はどういかされるか。   

「基本モデル」の基礎概念に．，組織と利害関係者との相互依存の概念がある。その袈に   

はさらに，利害関係者ほ，企業組織に対して，さまざまの要求をもつものである，という  

概念がある。それほ「物質的」「経済的」要求にかぎられない。むしろ，今日の「ゆたかな  

社会」では，労働者をふくむ利害関係者は，「物質的」要求をある程度みたしており，それ   

よりも「心理的」「社会的」要求をもつように．なっている，とレンマンは指摘する（p．130）。   

これはマスロ→（A．H“Maslow）やマグVガ－（D．McGregor）の「欲求階層説」か   

ら示吸されるところだろう（cf．．∠鋸♂．）。そのことよりもっと重要な意味がある。「社会＝  

技術システム」論の示唆をいかす道を，そこに．レンマンほみいだしている，とおもわれ   

るのである。効果的な「社会＝技術システム」とは，「物質的」（「技術的」）要求の満足を   

これまでどうり維持し，「心理的」「社会的」的要求をこれまで以上にみたすものである，   

という見解をレンマンはしめしているからである（p．89；128）。つまり，「物質的」な「生   

産性」への要求の満足をふくんだ「職務満足」こそ組織目標であり，その実現こそ経営者  

の専門的職能ということである。   

そのことは，観点をかえれば，伝統的な「生産性」概念に対する批判でもある。批判の   

対象は，「インプット」測定と「アウトプット」測定とにわけられもだろう。ここで重要な   

のは「アウトプット」測定への批判である。生産物恩を「アクトプット」として測定する   

伝統的な「生産性」概念はあまりに．「狭義」である，とレンマンはいう（p・90）。企業が   

財およびサ－ビスの生産という機能をもつことは否定されないが，「基本モデル」にしたが   

えば，企業はな紅より利害関係者と相互依存する組織である。であるなら，「物質的」およ   

び「心理的」要求の満足度が「アウトプット」でなければならない。そこに，「生産物蕊」   

へ．の満足がふくまれることは，いうまでもない。したがって，あたらしい生産性概念は   

「広義」のものである。   

レンマンは，ふたつの生産性概念を，つぎのように対比して，表示している（p・、128）0  

生 産 物 盈  
生産性（伝統的定義）＝  

生産要素の投入墓   
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生産性（広 義）＝透果晩   

このような「生産性」概念に対するレ∵／マンの批判は，「前線のクエ・ダー・シップ」論P壁  

を克服する道を用意している。つまり，「民主的り－・ダー・シップ・スタイル（参加的管理  

participative management）」は，「職務満足」との相関をすで紅実証的に．あきらかにし  

ているのだから，広義の生産性にとっても効果的であろう（p．131），という道である。   

以上がレンマンのリーダーシップ論の概要である。これ紅対して－，われわれは，つぎの  

t ような批評をくわえでおきたい。   
算1。「基本モデル」ほ，ここでも，いろいろの役わりをはたした。それは，さまざま  

の系譜のり一－グレップ論の成果をせきとめるダムの役わりに比すべきものである。そこで  

は，支流で壁となったものも壁でなくなった。せきとめられた成果は，産業民主主義論の  

ためのカに・もなっている。民主的り、－ダー・㌢ップ（参加的管理）論の強力な基礎理論紅な  

った。しかもそれは，コンフリクト解決のための経営参加論の基礎理論とおなじものなの  

である0「経営参加」と「参加的管理」とを別個の問題領域のものとして論じる一腰：の傾向  

を，われわれはかねがね不満におもっていた。こ．の不満をレンマンが解消してくれたこと  

をまず評価しておきたい。   

算2。レンマンは，リ－ダーシップ論の分野でも，近代舶織論の新展開をみせている。  

この分野での近代組織論ほ，マ－チ＝サイモンの『組織論』（1958年出版）以後めだった展  

開をみ∴せてない。レンマンの展開には，そ・の後の研究成果を吸収した跡がみられる。マグ  

レガ－・，リッカ－ト，ノ、－ツバーーグ，それに．タビストック研究所など，いわゆる行動科学者  

の研究成果が批判的に吸収されている。これら「リー・ダー・レ ップの行動科学」と，近代組  

織論という「意思決定の行動科学」とが，別個のものとして連結されないで，放置された  

ままであつた，－・般の傾向にてらしてみるとき，レンマンの貢敵はおおきい。   

算3。ここでも，意思決定モデルとくに要素モデルを，「基本モデル」へ導入することの  

必要性が，あきらかとなった。それがないと，「権限の委譲」のほかにり－ダー・シップの方  

法があることや，「リL－・ダーはひとりではない」と｝、う命題の意味が明確匿ならない。つ  

まり，前節とおなじ批判が本節からもあきらかになった，ということである。   

第4。レンマンのヅ一－・ダーシップ論枚，仮説構築紅とどまり，仮説検証へ志向する必要  

性がのこってい声。たとえば生産性概念（広義）紅ついて，つぎのことがいえ．よう。それ  

は「基本モデル」にそって規定された。それは過去の研究成果を吸収し，あたらしい仮説   
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を構築する礎石となった。これらの点はおおいに評価できる。だが，その仮説の検証のた  

めに」は，「インプット」「アクトプット」の測定方法を・のべなければならない。満足度とい  

う「アクトプット」の測定方法は，あらためて言及する必要がないかもしれない。しか  

し，時間や人数ではない，貢献度という「インプッりの測定方法ほ，容易に想起できな  

い。  

ⅤⅠ  

これまでのところで，産業民主主義論の理論的プレ－ムワークはできあがった。いまや  

産業民主主義の諸問題の分析に．それを適用すべきときである。しかしレンマンはおおくを  

かたらない。1費をそれ紅あてるだけである。かれにとって分析は緒についたばかりなの  

である（第7茸副費題は「分析へ・の出発（first analysis）」である）○   

その理論的プレイームワーークは，産業民主主義論の混迷状態をぬけだすのに，どう役だつ  

か。この間題の解明を，レ∵／マンほ，フレムワ－・ク適用の手りはじめとしている。さまざま  

の立場の「論者に共通のフレーームワ・－クを提供すること」（p．108）が，本書道主たる目的  

であったからでもある。  

フレ－・ムワーークは，たとえば経営者の産業民主主義論と労働組合のそれとの混迷をぬけ  

だすの紅役だつのであろうか。これが問題のひとつである。   

経営者の産業民主主義論とほ，経営者の目標に．でらして，産業民主主義の理念や施茅を  

みることに．よって展開されるものである。経営者の目標については，「基本モデル」ですで  

に．のべられたことを想起すべきであろう。その産業民主主義論の展開ほつぎのように．な  

る（pp．112一5）。   

1．産業民主主義の理念のなかに，経営者の目標と，一・致するものがあるとみなされ  

るとき賛成論が展開され，矛盾するものがあると魂なされるとき反対論が展開され  

る。   

2．産業民主主義の施策が，経営者の目標の達成に，役だっと鼠なされるとき賛成論  

が展開され，役だたないと尋なされるとき反対論が展開される。   

労働組合の産業展主主義論は，どう展開されるか。じつは，形式的には，経営者につい  

てのべたことと，まったくおなじことがいえるのである。、経営者を労働組合とおきかえる  

だけである。まえにもふれたように，労働組合も組鞍であり，組織論的モデルである「基  

本モデル」が適用されるからである。組合組故の「経営者」である組合指導者ほ，他のだ   
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れよりも組織同一イヒがつよく，組織の存続・成長を主目標とする。副次目標について－も経  

営者とおなじである。また，組合指導者は，－・般組合員や企業などの他の「利害関係者」  

の要求を考慮し，とき紅は受容することなし紅は，みずからの目凛の実現もできない位置  

紅ある。労働組合の目標とほ，こうして，組合組織の各利害関係者が組織活動の成果とし  

て期待しているところのものとなる。そして，この目標紅てらして，賛成論や反対論が展  

開される，とレンマンはみるのである（cf。ppけ117－9）。   

このように．して，ふたつの産業民主主義論一経営者のそれと労働組合のそ甘い－－・に．共  

通に，「基本モデル」は適用できることがしめされる。そ・の適用は，両論がどう関係■サーるか  

をしめし，みのりある論争へ一歩をふみだす辛がかりとして期待できるだろう。これが，  

レンマンのいう，混迷をぬけだす，ということの意味するところのようである。   

産業民主主義の理念論とその施策論との混迷をぬけだすのに，フレームワ－クはどう役  

だつか。それは「目的」「■手段」の関係をあきらかにするか。これが第2の問題である。   

論争は混迷状態にはあるが，そのなかでも目だった傾向がある，とレンマンはみる（p．  

6）。それぼ，どちらかといえば「手段」におおくの人の関心があつまっていることであ  

る。ところが，そ・こでほ背後にある目的が明確に．されないから，議論がかみあうにいたっ  

ていない。これは，手段よりもむしろ目的を議論の土台紅すべきこ．とを示唆している，と  

レンマンはいう（p．121）。   

そしてレンマンは，産巣民主主義に関する「あらゆる議論は実質的にはふたつの主目的  

と関係づけることができる」とのべる（壱鋸d。）。いいかえれば，さまざまの「目的」およ  

び「手段」を関係づけることのできる，ふたつの目的を提示できる，ということである。   

提示されている目的は，簡潔にいうと，つぎのようになる。   

1．コンフリクトの解決  

2．生産性（広義）の向上   

レンマンも示唆するように（ま∂よd．．），われわれほここで，理論的フ’レ－ムワ－ク全体を，  

とく紅「基本モデル」の組織目標の概念を，想起しなければならない。産業民主主義のふ  

たつの目的は，企業の，あるいは労働組合のふたつの副次目標と同様の表現がなされてい  

るのである。   

産業民主主義の目的のひとつは，さまぎまの利害関係者の利害の均衡をはかること，す  

なわち「利害のコンフリクト」の解決トおよびその他のコンフリクトの解決である。とい  

うことほ，その手段の解明にほ「コンフリクト論」のフレームワ・－クが適用できる，とい   
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うことである。   

これに関しては，しかし，ふたつの疑問がのこるかもしれない。ひとつほ，単顕るコン  

フリクト解決でなく，民主的解決といわなければ，産業民主主義の目的とほいえないので  

はないか，という疑問である。もうひとつある。さまざまな手段が，この目的にそって考  

察できるとしても，そのなかには，コストがかかりすぎ，現実に．適用できないものがある  

のではないか。つまり，民主主義は非経済的である現実を無視しているのではないか，と  

いう疑問である。   

解答は，レンマンによって指摘されている（pp．122－6一），つぎのことがらが暗示して  

いる。コンフリクトの健全な解決とほ，仙方で，おのおのの利害関係者が相当の影響力を  

もち，他方で，はかの利害関係者の利害を不当に侵害しない，ということである。また，  

妥当な解決手段がと年れず，「深刻なコンフリクト」をまねいたら，その方が非経済的とな  

る。   

産業民主主義のもうひとつの目的ほ，利害関係者のさまざまな要求を満足させるような  

能率的．な管理を実施することである。つまり，広義の生産性の向上である。その手段の解  

明には‖一夕ーシップ論」のフレー・ムワークが適用できるであろう。   

理論的フレームワ－クは，このようにして，産業民主主義のさまざまの「目的」をふた  

つの目的に整理し，それと「手段」との関係を解明するのにもちいられること紅なる。こ  

かが，レンマンのかんがえる，産業民主主義の理念論と施簾論との混迷をぬけだす道であ   

る。  

ところで，レンマンの提示した理論的フレームワ－クは，産業民主主義論の混迷を交通  

整理するの紅有効なだけだろうか。もっと実践的な意義はふくま1れて－いないのだろうか。  

レンマンからは，つぎのような答がえられるだろう（Forward；pp．140－1）。   

理論的フレームワ」－クの展開のなか紅は，コンフリクト解決の施策や生産性向上の施策  

についてものべられている。実践的な結論をひきだすことほ可能である。もっと実践的に，  

なにを改善すべきか，紅ついて，いおうとおもえばいえることもあろう。だがそれは，場  

所とか時間とかの変化に応じてかわる，流動的なものであるので，ここで固定的にのべる  

のは適当でない。しかしながら，ひとつだけ確固として強調できるよう紅なったことがあ  

る。それは，産業民主主義施策の部分的・個別的な改善には限界がある，改善すべきとい  

えるものは全体的な経営管理そのものである，ということである。   

こうして，本番『産業民主主義と経営管理』ほおわる。   
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ここでわれわれは，プレ－ムワークの適用の有効性について，批評をのべるべきであろ  

うが，それは緒についたばかりなので，実証的な批評をするためにほ，しばらくの期が必  

要である。いまほただ，適用の論理的可能性はしめされている，とだけ辞しておこう。  

ⅤⅠⅠ  

以上において，われわれは，レンマンの『産業民主主義と経営管理』の概要をあきらか  

にすることができた，とかんがえる。産米民主主義の諸問題ほ近代組織論にもとづいたフ  

レームワークのなかで解明できる，ということが，そこであきらか紅された。近代組癖論  

ほ，もともと経営管理の問題の解明を任務としていた。つまり，産業民主主義の問題ほ経  

営管理の問題である，というこ．とを本番の主旨として了，われわれはくみとることができる  

であろう。   

われわれはまた，本番に対する若干の批評もこころみてきた。それを要約すれば，つぎ  

のように．なる。   

本書におけるレンマンの展開の評価されるべき点は，大別して2点ある，とみることが  

できる。   

そ一のひとつほ，レンマンの「基本モデル」ないし理論的フレ・－ムワークは，いろいろの  

意味で，さまざまの論議の連結器となる，というこ．とがあきらかに・されたことである。   

第1に，それは産業民主主義の理念論と施策論との連結器となる。これはレンマンが本  

書を展開するにあたって，あきらかに意図したところであった。・そして，連結の論理的可  

能性はしめされている，と，われわれはみた。   

第2に，それはさまぎまの立場の産業良主主義論を連結する。たとえば経営者の産業民  

主主義論と労働組合のそれとの連結の可能性がしめされた。連結は，意見の一敏でなく，  

交換を意味するものと解すべきであろう。   

第3に，それは，コンフリクト論とリ」－ダーシップ論とを，「経営参加」論と「参加的管  

理」論とを連結する。この連結は，かならずしもレンマンじしんの自覚するところではな  

いかもしれない。しかし，レンマンの自覚すると否とをとわず，′われわれ起とっては，こ  

の連結はとくに深甚の意義をもっている。この稿が書評であるにもかかわらず，この点の  

展開の紹介紅かなりの紙幅をついやしたのは，われわれの関心のふかさゆえである。具体  

的な連結の様相をあきらか紅しておきたかったからである。   

もうひとつの評価すべき点は，レンマンの理論的フレ・－ムワ－クが近代組織論の新展開   
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をしめレて．いることである。   

寛1に，組織内コンフリクト論から組織間コンフリクト論への新展開のきざしがみられ  

尋。近代組織論著たとえばマーーチ・＝サイモyによる本格的なコγフリクト論は，組織内コ  

ンフリクトに焦点をあてこるに．とどまっている。これ紅対し，レ∵／マンのコンフリクF論は，  

たとえば企業と労働組合という，利害関係者の組織間アンプタクト論まであと一渉のとこ  

ろまできている。   

罪2に，レンマンのヅ－・ダーシップ論は，最近の研究成果を吸収して，近代組織論の新  

展開をみせている。マグレガ－，ア－クリス，リッカー・ト，およびハ－ツバー∵グの研究成  

果を近代組織論とどう統合するかは，われわれにとっても関心のあるところであった。   

第3に．，コンフリクト論に．おいても，リ－ダーシップ論紅おいても，レンマンは組織論  

から産業民主主義論への延長作業をみせてこいる。「経営参加」論や「参加的管理」論がそこ  

にはふくまれている。つまり，レンマンの組織論ほたんなる組織論ではなく，いわば「産  

業民主主義論のための組織論」なのである。これも近代組織論の新展開といえよう。   

評価すべき点ばかりでなく，批判すべき点もある。ということは，われわれの年来の課  

題は，レンマンによって完全に解消され，なくなったのではない，ということを示唆して   

いる。   

レンマンみずからものこされた問題点として，つぎの2点を指摘している（pp．138－・9）。   

1．基礎概念が操作的に定義されていない。したがってまた，基本的堺説を検証する  

ための経験的デー・タもかけている。   

2．すべての組織の同質的側面のネあつかわれ，組織間の差臭が考慮されていない。   

われわれも，たとえばレンマンの生産性概念が操作的に定義されていないことを指摘し  

た。また，プレ－ムワ－クの適用紅おいても，それが緒についたばかりとほいえ，その論  

理的な可能性がしめされているだけで，じっさいの適用が実証的にしめされているのでは  

ないことも指摘した。つまり，レンマンの理論的フレ－ムワ－クの有効性を実証研究に付  

するこ．とは，われわれにとっても，課題としてのこるのである。しかしそのことは，即座  

に完遂することはむつかしいが，不可能なことでほない。周知のようた，近代組織論は論  

理実証主義をその方法論的基盤にしている。だから，その延長線上には実証研究があるの  

である。   

組織間の差異を論じることも不可能二ではない。たしかに，レンマンにおし、ては，企業も  

組合も，それに部門単位も，組織である点で同一・であることが強調される紅とどまり，そ   
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の間の差異，さらにほ，企業間の差異紅は言及されて－いない。しかし，それは，レンマンの  

展開が抽象的一・般論にとどまっでおり，その延長線上には具体的個別研究があることを示  

唆しているのである。－－・般論は，なにが変数であるかをしめすものであり，したがって一組  

織は同質のものとし・こあつかわれる。個別研究ほ，具体的な変数値の代入紅．よって一・般論  

を検証するものである。そ・の値は組織によって－ことなる。つまり，実証研究は組織間の差  

異を諭しることである。   

こうして，レンマンがみずから指摘するふたつの批判点はけっき．よく，いずれも実証研  

究への指向をかいていることをさしている，といえよう。そのなかに，具体的個別的な産  

業民主主義施策の研究をふくめて．，われわれはみずからの課題として，それを・うけとって  

おきたい。   

このはか紅，もう1点だけ批判すべき点がのこっている。それほ，レンマンの論述のも  

つ論理的欠陥である。まえに指摘したとおり，レンマンは意思決定の概念を，論述の土台  

セぁる「基本モデル」にはふくめず，論述をつくろうように，途中から導入している。意  

思決定の概念は，近代組織論という布をおりなす糸であって，つくろい糸ではない。   

これらの批判はレンマンの貢献をわりぴくものではない。レンマンは本書で，近代組織 

論に．もとづく産業民主主義論を完成させようとしているのではない。そういうことほ，た  

くさんの具体的個別研究のつみかさねの上でないとできない。本書ではただ，そ・れらの個  

別研究に．さきだつ土台として－の－・般的基礎理論が展開されている，とみるべきであろう。  

具体的な施策論の展開，個別的な実証研究にとびだつための滑走路がつくられたのであ  

る。   

われわれは，これまで，レンマンの論述にみちぴかれて－，滑走路をはしってきたが，こ  

れからさきほ自力で，これまではしってきた方向の延長線上へとびたっであろう。とびた  

つに支障となるところもあったが，そこのところは多少あらため，修正すればよい。   

われわれが年来の課題とする，経営参加の近代組織論的研究ほ，レンマンに．よって完全  

紅解消されたわけではない。その課題にとりくむための土台をなおいっそう強固にするの  

紅，レンマンは貢献してくれた，とみている。われわれは，レンマンのように，「代議制」  

だけを経営参加とみる立場をとるものではない。団体「交渉」も，労使「協議」制も，そ  

れに「参加的管理」も，経営参加だとかんがえている。しかし，重要なことは，これらが  

すべてレンマンのプレ・－ムワ－クの延長線上で考察することができる，ということであ  

る。  （1977．4nl）   
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